
（3）　一般会計<歳出>

　　①　歳出〔目的別〕の内訳

　　②　歳出〔性質別〕の内訳

 
 

 
 

総務費 

462億 

9,133万円 

        8.2％ 

商工費 

249億8,968万9千円 4.4％ 

消防費その他 

411億2,805万4千円 7.2％ 

民生費 

1,764億 

3,043万6千円 

    31.1％ 

 歳出(目的別） 

 

5,674億 

  7,648万2千円 

土木費 

946億 

9,086万4千円 

    16.7％ 衛生費 

654億 

4,540万8千円 

   11.5％ 

教育費 

530億 

9,407万8千円 

   9.4％ 

公債費 

638億 

3,689万円 

  11.2％ 

 歳出(性質別） 

 
5,674億 
  7,648万2千円 

人件費 

 797億 

  8,733万円  

       14.1％ 

扶助費 

1,366億 

 9,225万円 

  24.1％ 

普通建設 

   事業費 

 874億 

  2,997万8千円 

    15.4％ 

貸付金 
372億7,985万8千円  
       6.6％ 

公債費 

636億5,756万円 11.2％ 

繰出金その他 

500億5,659万4千円 8.8％ 

58.0％ 

消 

費 

的 

費 

経 

経費 
投資的 

15.4％ 

その他 
 経費 

26.6％ 

※扶助費 

 
 

※補助費等 
 報償費（報償金及び賞

賜金）、役務費のうちの

各種保険料、負担金・補

助及び交付金（人件費及

び事業費に計上されてい

る以外のもの）、補償・

補塡及び賠償金（事業費

に計上されている以外の

もの）、償還金・利子及

び割引料（公債費に計上

されている以外のもの）、

寄附金、公課費 

 最低限の生活維持

を図る目的で支出さ

れる経費で、生活保

護法、児童福祉法、

老人福祉法、被爆者

援護法等各種法令に

基づき被扶助者に対

して支給する費用及

び地方公共団体が単

独で行っている各種

扶助に要する経費 

 
 

※普通建設事業費 
 道路・橋りょう、学校、

庁舎等公共用又は公用施設

の新増設等の建設事業に要

する投資的経費 

※公債費 
 地方債の元利償還

金、一時借入金の利

子の合算額（ただし、

公債諸費［発行手数

料、消耗品等に要す

る経費］を除いた経

費）） 

  物件費 

  維持補修費 

651億5,301万 

4千円 11.4％ 

議会費 

15億6,973万3千円 0.3％ 

補助費等 

474億1,843万円 

     8.4％ 

災害復旧費事業費 
146万8千円  
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6　市民１人当たりの金額
　　　　《人口：1,186,147人(外国人を含む。)　平成26年3月31日現在》

　一般会計（歳出）

☆民生費 １４万 ８，８００円

（福祉の充実）

☆土木費 ７万 ９，８００円

（道路・公園整備など）

☆衛生費 ５万 ５，２００円

（保健・医療の充実）

☆公債費 ５万 ３，８００円

（借入金の返済）

☆総務費 ４万 ４，８００円

（コミュニティの振興など）

☆教育費 ３万 ９，０００円

（学校・社会教育の充実）

☆商工・農林水産業費 ２万 ４，１００円

（各種産業の振興）

☆議会費 １，３００円

（議会の運営）

☆消防費その他 ３万 １，６００円

（消防・救急の強化など）

《47万8,400円》の内訳
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47万 
 8,400円 

 

16万 
 9,300円 

90万 
 5,800円 

 

一般会計 
(歳出) 

税負担額 市債現在高 

万円 
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7　企業会計の決算

                  
                                 用 語 解 説 
 
・ 収益的収支とは、一事業年度の企業の経営活動に伴って発生する全ての収益と費用を 
 表す。 
 
・ 資本的収支とは、建物・施設の建設といった支出の効果が次年度以降に及ぶものや、 
 企業債の元金償還などの費用とその財源となる収入を表す。 
 
  なお、資本的支出が収入を上回る部分は、収益的支出のうち現金支出を伴わない減価 
 償却費などで補塡します。 

0 100 200 300 400 500 600 700 800

収益的収入 

収益的支出 

資本的収入 

資本的支出 

収益的収入 収益的支出 資本的収入 資本的支出 

211億6,460万7千円 

225億6,960万4千円 

47億3,099万3千円 

130億1,094万2千円 

377億9,176万7千円 

363億7,999万2千円 

345億4,372万9千円 

518億7,460万4千円 

502億9,457万8千円 

502億7,011万4千円 

 31億3,011万円 

 171億9,469万3千円 

水  道 

下 水 道 

病  院 

億円 

収益的収入 

収益的支出 

資本的収入 

資本的支出 

収益的収入 

収益的支出 

資本的収入 

資本的支出 
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8　健全化判断比率等について

　　地方公共団体の長は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、地方公共団体の財政の健
　全性に関する各比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率及び資金不足比率）
　について、その算定の基礎となる事項を記載した書類とともに監査委員の審査に付し、その意見を付けて議
　会に報告し、かつ、公表することになっている。
　　地方公共団体の財政の健全性に関する各比率が、早期健全化基準に達すると「財政健全化計画」（公営企
　業は経営健全化基準に達すると「経営健全化計画」）を、財政再生基準に達すると「財政再生計画」をそれ
　ぞれ策定し、財政の健全化等に取り組む必要がある。
　　本市の平成25年度決算に基づく各比率は、いずれも基準値に達していない。

（1）　健全化判断比率

（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

―  ―  15.6 228.2

（ 平 成 24 年 度 ） ―  ―  (15.9) (238.7)

11.25 16.25 25.0 400.0

20.00 30.00 35.0

※　実質赤字比率：一般会計等（一般会計と住宅資金貸付など7つの特別会計）を対象とした実質赤字の標準財政規模に

　　　　　　　　　対する比率

※　連結実質赤字比率：全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

※　実質公債費比率：一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率

※　将来負担比率：一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率

（2）　資金不足比率

（単位：％）

資金不足比率

20.00

※　資金不足比率：公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率

経 営 健 全 化 基 準

(公営企業において早期健全化

段階になるとみなされる基準 )

区　分

―  

区　分

平 成 25 年 度

早 期 健 全 化 基 準

(自主的かつ計画的に財政の健全化

を図ることが必要となる基準 )
財 政 再 生 基 準

( 自 主 的 な 財 政 の 健 全 化 が

困 難 と み な さ れ る 基 準 )

中央卸売市場、国民宿舎
湯来ロッジ等、開発、水
道、下水道、病院

特
別
会
計
名

(実質赤字は生じていない) (同左) 

(いずれの会計についても 

資金不足は生じていない) 
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◎　各比率について

・ 実質赤字比率
【一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率】
    一般会計等の赤字が、その標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示す。
    この比率が高くなるほど、赤字解消の困難度が増し、より多くの歳出削減策や歳入増加策が必要となる。

一般会計等の実質赤字額
標準財政規模

・ 連結実質赤字比率
【全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率】
    全会計の赤字が、一般会計等の標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示す。
    この比率が高くなるほど、赤字解消の困難度が増し、より多くの歳出削減策や歳入増加策が必要となる。

連結実質赤字額
標準財政規模

・ 実質公債費比率
【一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率】
    一般会計等が単年度で返済する必要のある借金が、その標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示す。
    この比率が高くなるほど、財政の硬直化が進行し、新たな政策への予算配分が困難になるなど、行財政運営の自由
  度が下がることになる。

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－
  実質公債費比率　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(特定財源+元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)
  （３か年平均） 標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
　※　準元利償還金：公営企業の元利償還金への一般会計からの繰出金など、地方債の元利償還金に準ずるもの。

・ 将来負担比率
【一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率】
    一般会計等が将来負担すべき実質的な負債が、その標準的な年間収入の何倍であるかを示す。
    この比率が高くなるほど、今後の財政運営が圧迫される可能性が高くなる。

将来負担額－
  将来負担比率　＝ (充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

・ 資金不足比率
【公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率】
    公営企業ごとの資金の不足額が、料金収入などの収益に対してどの程度あるかを示す。
    この比率が高くなるほど、資金不足解消の困難度が増し、より多くの経営改善策が必要となる。

資金の不足額
事業の規模

◎　各基準について

・ 早期健全化基準
    自主的かつ計画的に財政の健全化を図ることが必要となる基準。
    ４つの健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）のうち一つ
  でも基準値に達すると、「財政健全化計画」を策定しなければならない。

・ 財政再生基準
    健全化段階よりさらに悪化し、自主的な財政の健全化が困難とみなされる基準。
    実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率のうち一つでも基準値に達すると、「財政再生計画」
  を策定しなければならない。

・ 経営健全化基準
    公営企業において早期健全化段階になるとみなされる資金不足比率の基準。
    この基準値に達すると、公営企業ごとに「経営健全化計画」を策定しなければならない。

  実質赤字比率　＝

  連結実質赤字比率　＝

  資金不足比率　＝

用　語　解　説
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1　予算の執行状況（平成26年9月30日現在）
　(1)　一般会計

歳入

当 初 予 算 額 繰 越 額 補 正 額 予算現額(A) 収入済額 (B) Ｂ／Ａ×100

　　　　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 ％

市 税    200634552    200634552     93887765 46.8

地 方 譲 与 税      3328423     3328423       958655 28.8

利 子 割 交 付 金       491972      491972       236373 48.0

配 当 割 交 付 金       627963      627963       190189 30.3

株式等譲渡所得割交付金       120653      120653  0.0

地 方 消 費 税 交 付 金     13324394    13324394      7797245 58.5

ゴルフ場利用税交付金        62173       62173        25653 41.3

自 動 車 取 得 税 交 付 金       550000      550000       169505 30.8

軽 油 引 取 税 交 付 金      5490000     5490000      2287017 41.7

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

       30232       30232 0.0

地 方 特 例 交 付 金       700000      700000       660334 94.3

地 方 交 付 税     36000000      3176000    39176000     27475601 70.1

交通安全対策特別交付金       419000      419000       181761 43.4

分 担 金 及 び 負 担 金      7706196       33777       57500     7797473      2651878 34.0

使 用 料 及 び 手 数 料     10903138    10903138      4917740 45.1

国 庫 支 出 金    120144240     7450573     6917279   134512092     52224589 38.8

県 支 出 金     21389838      807486     1453748    23651072      2986163 12.6

財 産 収 入      4403440     4403440       689842 15.7

寄 附 金        25569        25569       168433 658.7

繰 入 金     33245470        8400     1564362    34818232       990000 2.8

繰 越 金            1     4121468     4121469      6461004 156.8

諸 収 入     56532997       33298        6200    56572495      4783466 8.5

市 債     69450500     9066900     3556366    82073766         1100 0.0

   585580751    21521902    16731455   623834108    209744313 33.6

歳出

当 初 予 算 額 繰 越 額 補 正 額 予算現額(C) 支出済額 (D) Ｄ／Ｃ×100

　　　　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 　億　　 万　千円 ％

議 会 費      1642116     1642116       813369 49.5

総 務 費     45182444       68343         142    45250929     16729980 37.0

民 生 費    189461143      322468     1008784   190792395     71329659 37.4

衛 生 費     69677611      336102       55000    70068713     28235777 40.3

農 林 水 産 業 費      3913651      202364      164191     4280206      1147286 26.8

商 工 費     32626536         8091    32634627     18858093 57.8

土 木 費     92040082    16013779       35873   108089734     53798514 49.8

消 防 費     14128336      348667       28527    14505530      6554479 45.2

教 育 費     42810697     4230179      106925    47147801     15243243 32.3

災 害 復 旧 費        23000    15344600    15367600 0.0

公 債 費     72883078    72883078        16246 0.0

諸 支 出 金     20792057    20792057

予 備 費       400000     △20678      379322

   585580751    21521902    16731455   623834108    212726646 34.1

(注)予備費支出については、補正額に含む。

歳 出 合 計

区 分

区 分

歳 入 合 計

Ⅱ 平成26年度の財政状況 
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